八王子市養護老人ホーム等における事故発生時の報告取扱い要領
　
（通則）
第１条　老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）の規定に基づく八王子市養
　護老人ホームの設備及び運営に関する基準に関する条例（平成２６年八王子
　市条例第４３号）第２７条及び八王子市有料老人ホーム設置運営指導指針第
１２の（９）による、事故が発生した場合の養護老人ホーム等（以下「施
設」という。）から八王子市（以下「市」という。）への報告は、この要領の
定めるところによるものとする。
（目的）
第２条　本要領は、施設が提供したサービスにおいて事故が発生した場合に、速やかに施設から市に報告が行われ、賠償を含めた事故の速やかな解決及び再発防止に資することを目的とする。
（対象施設及びサービス）
第３条　事故報告の対象となる施設及びサービスは、八王子市内に所在している養護老人ホーム又は有料老人ホームのうち介護保険法第８条１１項で規定された特定施設入居者生活介護に当てはまらない住宅型有料老人ホーム（以下、「住宅型有料老人ホーム」という。)が行う処遇及びホーム内での日常生活とする。
（事故の範囲）
第４条　報告すべき事故の範囲は、原則、次のとおりとする。
１　サービス提供による入所者のケガ及び死亡事故等（以下「ケガ等」という。）
（１）ケガ等とは、死亡事故のほか、転倒・転落による骨折・出血等、火傷、
誤嚥及び異食等で医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が必要となったもの。
（２）施設側の責任や過失の有無は問わない。（交通事故等の入所者の自己責
任及び第三者の過失を含む。）
（３） サービス提供には、送迎・通院時も含む。
２　感染症、食中毒、及び疥癬
（１）感染症は「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」
（平成１０年法律第１１４号）第６条に規定するものをいう。
（２）感染症等が発生したと認められる場合は、関連する法に定める届出義務
がある場合は、これに従い八王子市保健所等に届出を行うこと。
３　職員及び従業者の法令違反・不祥事等の発生及び入所者の処遇に影響があ
るもの。（ 入所者からの預かり金の横領、送迎時の交通事故、個人情報の紛
失など）
４　医薬品の誤使用（単なる誤与薬等も含む）により、何らかの処置が必要になった事故
５　徘徊による行方不明
６　その他、震災、風水害及び火災その他これらに類する災害によりサービス
の提供に影響する重大な事故
７ 前各号以外で、特に報告を求められた場合
（報告先）
第５条　養護老人ホーム及び住宅型有料老人ホームは、前条に定める事故が発
した場合、第８条の手順によりそれぞれ以下の所管課に報告すること。
１　養護老人ホーム
福祉部高齢者福祉課
２　住宅型有料老人ホーム
福祉部高齢者いきいき課
（報告の書式）
第６条　報告は、別添「事故報告書」を用いること。但し、次条における報告
の項目が明記されていれば、別様式でも差し支えないものとする。
（報告事項等）
第７条 報告事項は、下記のとおりとする。
１　事故状況
（１）事故状況の程度
（２）死亡年月日（死亡に至った場合）
２　事業所の概要
（１）法人名
（２）事業所（施設）名
（３）事業所番号
（４）サービス種別
（５）所在地
３　対象者
（１）氏名、年齢及び性別
（２）サービス提供開始日
（３）住所
（４）保険者及び被保険者番号

（５）要介護度及び認知症高齢者日常生活自立度
４　事故の概要
（１）発生日時
（２）発生場所
（３）事故の種別
（４）発生時状況及び事故内容の詳細
（５）その他特記すべき事項
５　事故発生時の対応
（１）発生時の対応
（２）受診方法
（３）受診先医療機関名及び連絡先
（４）診断名
（５）診断内容
（６）検査、処置等の概要
６　事故発生後の状況
（１）利用者の状況
（２）報告した家族等の続柄及び報告年月日
（３）連絡した関係機関
（４）本人、家族及び関係先等への追加対応予定
７　事故の原因分析
８　再発防止策
９　その他
（１）特記すべき事項
（２）損害賠償等の状況
（報告の手順）
第８条　報告書は、事故処理が済み次第、遅滞なく所管課に提出すること。
１　第一報
（１） 施設は、事故が発生した場合、速やかに所管課及び家族に連絡すること。
（２） 緊急性の高いものは、第一報を電話で行い、その後速やかに報告書を提出すること。
２　途中経過及び最終報告
施設は、事故処理が長期化する場合は、適宜途中経過を報告するとともに、事故処理について区切りがついた時点で、文書にて報告書を提出すること。
（市の対応）
第９条　市は報告を受けた場合は、事故に係る状況を把握するとともに、当該施設の対応状況に応じて市として必要な対応を行うものとする。
２ 重大な事故については、東京都に報告するものとする。
（その他）
第１０条　その他の必要な事項については別に定める。
附　則
　この要領は、平成２７年４月１日から施行する。
　附　則
この要領は、令和３年（2021年）４月１日から施行する。
附　則
１　この要領は、令和４年（2022年）１０月１日から施行する。
（様式に関する経過措置）

２　この要領の施行の際現に提出されているこの要領による改正前の要領に定める様式による報告等は、この要領による改正後の要領に定める相当様式による報告等とみなす。
附　則
この要領は、令和４年（2022年）１２月１日から施行する。
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